
令和５年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金対象事業　実施状況と効果検証

Ｎｏ 事業名 事業概要 事業実施状況・実績 効果検証 事業費 交付金充当額 事業始期 事業終期

1

令和５年度大田区電力・ガス・食

料品等価格高騰重点支援給付金

【低所得者世帯給付金】

コロナ禍において物価高騰の影響を受ける住民税非課

税世帯等の低所得世帯に対し、１世帯あたり３万円を

支給する。

支給件数　67,588件

コロナ禍におけるエネルギー・食料品等価格

高騰により生活に影響を受ける低所得世帯

の負担軽減に寄与した。

2,391,550,322円 2,391,063,000円 令和5年4月 令和6年3月

2
物価高騰における障害福祉サービ

ス事業所・施設に対する支援

区が障害福祉サービス事業所・施設に対し、コロナ禍に

おいて物価の急激な高騰の影響を受けて要した経費の

一部を支援金として交付する。

・支援金交付障害福祉サービス事業所・施

設　204事業所

・支援金は光熱水費及び食材料費に活用

区が障害福祉サービス事業所・施設に物価

の急激な高騰の影響を受けて要した経費の

一部を支援金として交付することにより、当

該事業所等の障害福祉サービス提供の継

続に寄与した。

35,480,115円 30,000,000円 令和5年4月 令和5年9月

3
物価高騰における介護サービス等

事業所・施設に対する支援

区が介護サービス等事業所・施設に対し、コロナ禍におい

て物価の急激な高騰の影響を受けて要した経費の一部

を支援金として交付する。

・支援金交付介護サービス等事業所・施設

607事業所

・支援金は光熱水費及び食材料費に活用

区が介護サービス等事業所・施設に物価の

急激な高騰の影響を受けて要した経費の

一部を支援金として交付することにより、当

該事業所等の介護サービス提供の継続に

寄与した。

180,556,930円 100,000,000円 令和5年4月 令和5年9月

4
原油価格・物価高騰等における私

立幼稚園に対する支援

コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響により生じ

る私立幼稚園の負担を軽減することで、私立幼稚園の

経営の安定化を図り、質の高い幼児教育の提供を維持

すること及び原材料費等の価格高騰が生じている中にお

いても、栄養バランスや量を保った給食が実施されることを

目的として行う。

・支援金交付私立幼稚園　46園

・支援金は主に給食費負担軽減、光熱水

費負担軽減に活用

原油価格・物価高騰の影響により生じる私

立幼稚園の運営負担を軽減し、私立幼稚

園の安定的なサービス提供に寄与した。

11,345,910円 10,000,000円 令和5年4月 令和6年3月

5 給食費補助事業

コロナ禍における物価高騰が区民生活に大きな影響を

及ぼす中、保護者負担を軽減し、より一層子育て世帯

への支援を推進するとともに、学校給食の質の確保と食

育の推進を図る。

補助対象　区立小中学校88校

物価高騰等による学校給食食材調達への

影響を抑え、保護者の負担を軽減を図りつ

つ、学校給食の質の確保に寄与した。

1,886,143,423円 513,069,000円 令和5年6月 令和6年3月

6
物価高騰に係る保育施設運営費

補助事業

コロナ禍において電気・ガス料金を含む物価高騰等に直

面する保育所等に対し、当該物価高騰等に対応するた

めの費用の一部を予算の範囲内で交付することにより、

保育所等が提供する良質かつ安定した保育サービスを

維持することを目的とする。

・運営費補助費施設数　187施設

・運営費補助費は主に物価高騰による食

材費等の負担軽減へ活用。

物価高騰等に直面する保育所等に対し、

補助を行うことにより良質かつ安定した保育

サービス提供の維持に寄与した。

40,976,000円 9,024,000円 令和5年4月 令和5年9月
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7 GIGAスクールに関連した運営費

小中学校における新型コロナウイルス感染症による学校

クラスターや学級閉鎖が社会的な問題となっていることか

ら、GIGAスクール構想による、児童生徒への一人1台タ

ブレット端末の環境を維持するとともに、ICT教育の加速

化・活性化を図り、感染リスク低減と新しい学びの構築・

学びの保障に対応する。

区立小中学校88校に配備している約

43,500台のタブレット端末の環境を維持

タブレット端末を更新し、引き続き一人1台

整備環境を維持した。

また、通信環境のさらなる高速化・安定化を

図り、オンライン学習等に伴うICT教育の促

進・学びの保障に対応した。

1,679,343,600円 141,740,000円 令和5年4月 令和6年3月

合計 6,225,396,300円 3,194,896,000円


